
九州ルーテル学院大学研究データポリシー 解説 

2025 年 5 月 22 日教授会決定 
本ポリシーの骨子は、 

(1) 研究データ管理は、研究者自身がこれまでやってきたことであり、今後もこれについ

ては変更がないこと、また「研究データの管理、公開（するか否か）、利活用」の方法

は、原則として、それを収集・生成した研究者が主体的に決定できることを確認するこ

と、及び、そのもとで、 
(2) 本学の研究者は、自身の研究活動や研究室内における研究データ管理を受け持ち、 
(3) 大学は、研究データ管理、公開及び利活用のための環境整備を受け持つこと、  

を明確にすることにあり、上記の(1)(2)(3)は、本ポリシーの第 3 項から第 5 項に対応し

ている。  
 

【参考】●九州ルーテル学院大学研究倫理規程（抜粋） 

  （データ等の管理） 
 第６条 研究者は、研究のために収集又は作成した資料（観察・実験ノートを含む。）、

情報及びデータ等の滅失、漏えい及び改ざん等を防ぐための適切な措置を講じるとと

もに、事後の検証に応じられるように、当該資料等を原則として１０年間適切に保

存・管理し、開示の必要性が認められる場合は、これを開示しなければならない。 
 

九州ル－テル学院大学（以下「本学」という。）は、キリスト教の精神を基盤にし

て、教育基本法及び学校教育法の定めに則り、「感恩奉仕」の学風のもとに、深く専門

の学芸を教育研究し、職業及び社会生活に必要な教育を施し、あわせて情操豊かで国

際性に富む全人的な人間性を涵養し、もって広く福祉と社会・文化の向上に資する人

材を育成することを理念として掲げている。 
研究データを適切に管理し、広く公開することは、本学の研究活動の実現・発展の

ため不可欠であるだけでなく、人類の文化遺産の豊かな継承・発展に寄与するもので

ある。 
そこで、本学は、研究データを適切に管理し、その公開等を通じて利活用を促進す

るために、九州ルーテル学院大学研究データポリシー（以下「本ポリシー」という。）

を以下のとおり定める。 

 
あらゆる分野において膨大なデータを扱うようになってきた今日、研究公正やオープン

サイエンスの観点からも、研究データの管理には、個々の研究者だけではなく、大学全体

としての関与が必要になってきており、研究者と機関との組織的な協力体制を整えるた

め、基本方針を謳うことが求められている。 
（2021 年 3 月に閣議決定された第 6 期科学技術・イノベーション基本計画で、「機関リ

ポジトリを有する全ての大学・大学共同利用機関法人・国立研究開発法人において、

2025 年までに、データポリシーの策定率が 100％になる」ことが目標として示されてい

る。）  



ポリシー未策定により起こり得る不利益として、他機関に異動する際に、ポリシーがな

い機関にはデータを移管できないということが起こり得る。また、ポリシーがない場合、

他機関で作成されたデータを入手できない可能性などが考えられる。  
これらのことからも、本学が研究データポリシーを持つことは、本学における将来の研 

究を守るため、また本学の研究者を守るために必要であると考えられる。 
本ポリシーは、本学の理念のもとに、これらの趣旨を踏まえ、研究データの管理、公開

及び利活用についての原則を定めるものである。  
 
（研究データの定義）  

１．本ポリシーが対象とする「研究データ」とは、本学の研究活動の過程で研究者に

よって収集又は生成された情報（数値、画像、テキスト、有体物等）を指し、デジ

タル・非デジタルを問わない。 
 
本ポリシーにおける「研究データ」は、研究活動の過程で研究者によって収集又は生成

された情報と定義し、デジタル・非デジタルを問わない。形態としては、数値、画像、テ

キスト、有体物など、あらゆる形態を含める。 
研究者が以前に在籍した機関で収集又は生成した研究データであっても、本学在籍中に

これらを保持・利用している場合には、本ポリシーの対象となる。 
なお、学部生が作成する卒業論文に付随する研究データについては、原則として、本ポ

リシーの対象から除外する。  
 
（研究者の定義）  

２．本ポリシーが対象とする研究者とは、本学の教職員、大学院生等、本学における

研究活動に従事する全ての者を指す。 

 
本ポリシーにおいて、「研究者」は本学と雇用関係にある教職員に限らず、研究指導を

受ける学生・研究生など、本学における研究活動に従事する全ての者のことをいう。な

お、研究活動に従事する場合には、研究指導を受ける学部生も「研究者」となることがあ

る。  
 
（研究者の役割）  

３．研究者は、自らが収集・生成した研究データの管理を行う権限と責務を有する。 

４．研究者は、研究データの価値を守るため、また、研究活動の透明性・公正性を示

すため、関係する法令及び学内規則、研究倫理その他これに準ずるものに従って、

それぞれの研究分野の特性等を考慮し、適切に研究データを管理し、可能な範囲で

のデータの公開、利活用の推進を実施する。 
 
本ポリシーにおける「研究データの管理」とは、研究活動の開始から終了までの過程

で、どのようなデータを収集・生成するか、またそれらのデータをどのように扱うかを研



究者自身が定め、これを実践することを指し、「適正な管理」のためには、自身の研究が

正しく行われていることを検証できる状態にしておくことが重要である。  
一例を以下に示す。   

(1) プロジェクト開始時における研究データ管理計画（DMP）の策定とその計画に従っ

た管理  
(2) 研究中の研究データの適切な保存・利用・共有  
(3) 研究終了時の研究データの保存・廃棄の選別、保存期間の設定・延長、及び保存・移

管、廃棄の適切な実施、“公開データ”の公開  
 

複数の研究者が共同して研究を実施する場合には、関係者と協議の上、研究データの管

理に関する権利と責務の所在を明確にしておくことが望ましい。また、他機関（大学、民

間企業、その他機関）に所属する研究者等と共同研究を実施する場合は、本ポリシーの趣

旨を踏まえ、研究データの管理に関する権利と責務の所在を契約等において明確にしてお

くことが望ましい。 
なお、研究者の異動に伴う研究データの移管・帰属に関しては、  

(1) 研究者の異動により研究データの所在が不明になることがないよう、DMP を適切に

作成・修正し、DMP に従った管理を行う必要がある。  
(2) 研究者の異動後も本学が研究データの最終的な管理責任を果たせるよう、デジタルの

研究データに関しては、本学が提供する研究データの管理のための情報基盤に保存する

ことを推奨する。  
(3) 研究者の異動に伴う研究データの移管・帰属に関しては、分野の特質を踏まえ、必要

に応じて、実施要領等で定めることとする。 
 

本ポリシーにおける「公開」とは、アクセス権限なく誰でも利用を可能とする「一般公

開」と、アクセス権を付与された限定された者が利用できる「共有」（「制限公開」）を指

す。 
研究データの公開方法、公開範囲、公開条件、ライセンス等については、研究者自身が

決定することができる。ただし、契約等において別段の定めがある場合は、その条件に従

う必要がある。   
公開に際しては、可能な限り「FAIR 原則」に則って公開することが望ましい。FAIR 

原則とは、「Findable（見つけられる）、Accessible（アクセスできる）、Interoperable
（相互運用できる）、Reusable（再利用できる）」の頭文字を取った略語であり、現在で

はオープンサイエンス推進にあたり、データ公開・共有の適切な状態を示す原則として広

く承認されている。  

○DOI:10.18908/a.2019112601  
※公式日本語訳→"FAIR 原則（「THE FAIR DATA PRINCIPLES」和訳）" (2019).  

https://doi.org/10.18908/a.2019112601  
研究成果の社会実装やさらなる研究推進のために、知的財産として法的な保護が必要な

研究データも存在する。研究データを公開する際には、オープン・アンド・クローズ戦略



に基づき公開の可否を適切に判断する必要がある。研究データにおけるオープン・アン

ド・クローズ戦略とは、研究データの特性から、公開するものと非公開するものとに分け

て進める戦略のこと。「第 6 期科学技術・イノベーション基本計画」等の中で謳われてい

る。 
 

（大学の役割）  
５．本学は、研究者が行う研究データの管理、公開及び利活用を支援する環境の整備

を行う。 
 

本学は、研究者に対し、以下を実施する。 
・研究データ管理・公開の仕組みの検討と構築、運用（規程・実施要項、ガイドライン等

の制定）  
・研究データ管理・公開のための情報基盤の整備 
・研究データ管理・公開に関しての周知、啓発と利用促進 
・研究者が実施する研究データの管理・公開に対する支援 
 

（その他） 
６．本ポリシーは、社会や学術状況の変化に応じて適宜見直しを行うものとする。 

 
「本ポリシー」及び「本解説」は、データ管理に関わる状況変化を的確に捉え、個々の

研究分野における法的、倫理的要件を尊重した上で、必要に応じて適宜見直しを行うもの

とする。 


